
宝塚市条例第３３号 

  宝塚市市街化調整区域における開発行為及び建築物の新築等に関する条例 

目次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 市街化調整区域において行うことができる開発行為及び建築物の新築等（第３

条・第４条） 

 第３章 北部地域において行うことができる開発行為及び建築物の新築等 

  第１節 北部地域土地利用計画及び地区土地利用計画（第５条―第１１条） 

  第２節 特別指定区域（第１２条―第１５条） 

 第４章 雑則（第１６条） 

 附則 

   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第

３４条第１２号及び都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「法施行

令」という。）第３６条第１項第３号ハの規定に基づき、市街化調整区域において行

うことができる市街化を促進しない開発行為及び建築物の新築等（新築、改築又は用

途の変更をいう。以下同じ。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び法施行令において使用する用語の例によ

るほか、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 総合計画 宝塚市まちづくり基本条例（平成１３年条例第３６号）第１４条第

１項に規定する総合計画をいう。 

(２) 都市計画マスタープラン 法第１８条の２第１項の規定により市が定める都市

計画に関する基本的な方針をいう。 

(３) 北部地域 都市計画マスタープランにおいて北部地域として区分される地域を

いう。 

   第２章 市街化調整区域において行うことができる開発行為及び建築物の新築等 

（市街化を促進しない開発行為） 

第３条 法第３４条第１２号に規定する条例で区域、目的又は予定建築物等の用途を限り



定める開発行為は、法施行令第２９条の９各号に掲げる区域を含まない土地の区域に

おける別表第１右欄に掲げる建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為とする。 

（市街化を促進しない建築物の新築等） 

第４条 法施行令第３６条第１項第３号ハに規定する条例で区域、目的又は用途を限り定

める建築物の新築等は、法施行令第２９条の９各号に掲げる区域を含まない土地の区

域における別表第１右欄に掲げる建築物の新築等とする。 

   第３章 北部地域において行うことができる開発行為及び建築物の新築等 

    第１節 北部地域土地利用計画及び地区土地利用計画 

（北部地域土地利用計画） 

第５条 市は、北部地域の豊かな自然環境及び田園環境を適切に保全しつつ、地域活性化

に向けたまちづくりを進めていくため、北部地域の土地利用の在り方を示すための計

画（以下「北部地域土地利用計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市は、北部地域土地利用計画の策定に当たっては、総合計画の趣旨に沿ったものとす

るとともに、都市計画マスタープランその他の市が定める土地利用に関する計画又は

方針との整合性を確保するものとする。 

３ 市は、北部地域における土地利用の適切な調整を図るため、北部地域土地利用計画に

おいて次の表の左欄に掲げる区域の特性に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる区域を定

めることができる。 

区域の特性 区域 

公益性の高い自然環境及び生態系の保全を図るべき区域 保全区域 

森林が持つ多面的機能の発揮を図り、又は地域環境の形

成に寄与する民有林等の保全を図るべき区域 

森林区域 

農地の保全又は農業の振興を図るための農業生産の基盤

となる農用地区域等からなる区域 

農業区域 

住宅その他の建築物の敷地として既に土地利用がされて

いる区域で、豊かな自然環境及び農業振興との調和を図

りながら、良好な居住環境の形成及び維持を図るべきも

の 

集落区域 

４ 前項に定めるもののほか、計画の名称、目標、区域の範囲その他の北部地域土地利用

計画において定める事項は、規則で定める。 



 （北部地域土地利用計画の策定手続） 

第６条 市長は、前条の規定により北部地域土地利用計画を定めようとするときは、規則

で定めるところにより、あらかじめ当該北部地域土地利用計画の案を公衆の縦覧に供

しなければならない。 

２ 前項の規定による縦覧があったときは、当該北部地域土地利用計画を定めようとする

区域の住民及び利害関係人は、規則で定めるところにより市長に意見の申出をするこ

とができる。 

３ 市長は、前条の規定により北部地域土地利用計画を定めようとするときは、あらかじ

め、宝塚市都市計画審議会（宝塚市都市計画審議会条例（平成１２年条例第１７号）

第１条に規定する宝塚市都市計画審議会をいう。以下「都市計画審議会」という。）

の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は、北部地域土地利用計画を定めたときは、その旨を告示するとともに、これを

公衆の縦覧に供しなければならない。 

（地区土地利用計画） 

第７条 市は、北部地域土地利用計画において定める区域の特性に合わせ、北部地域にお

ける地区ごとの住民主体のまちづくりに資するため、地区土地利用計画を定めること

ができる。 

２ 市は、地区土地利用計画の策定に当たっては、北部地域土地利用計画との整合性を確

保するものとする。 

３ 市は、地区土地利用計画において、第５条第３項の表右欄に掲げる集落区域に定めら

れた区域について別表第２左欄に掲げる区域を定めることができる。 

４ 市は、前項の規定による区域の決定に当たっては、当該区域内において行う開発行為

が当該開発行為の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市

街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められるものとしなければ

ならない。 

５ 市は、第３項の規定による区域の決定に当たっては、当該区域内において行う開発行

為に係る予定建築物等の用途が開発区域及びその周辺地域における環境の保全上支障

がないと認められるものとしなければならない。 

６ 第３項に定めるもののほか、計画の名称、区域の範囲その他の地区土地利用計画に定

める事項は、規則で定める。 



 （地区土地利用計画の策定手続） 

第８条 市長は、前条の規定により地区土地利用計画を定めようとするときは、規則で定

めるところにより、あらかじめ当該地区土地利用計画の案を公衆の縦覧に供しなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定による縦覧があったときは、当該地区土地利用計画を定めようとする区域

の住民及び利害関係人は、規則で定めるところにより市長に意見の申出をすることが

できる。 

３ 市長は、前条の規定により地区土地利用計画を定めようとするときは、あらかじめ、

都市計画審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は、地区土地利用計画を定めたときは、その旨を告示するとともに、これを公衆

の縦覧に供しなければならない。 

（土地利用計画等の変更申出） 

第９条 北部地域土地利用計画又は地区土地利用計画（以下「土地利用計画等」とい

う。）の区域内の土地の所有権又は建物の所有を目的とする対抗要件を備えた地上権

若しくは賃借権（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除

く。）を有する者（以下「土地所有者等」という。）は、土地利用計画等の変更に係

る素案となるべき内容を、市長に申し出ることができる。 

（土地利用計画等の変更申出の手続） 

第１０条 前条の規定による申出をしようとする者は、規則で定めるところにより市長に

申し出なければならない。 

２ 市長は、前項の申出があったときは、次に掲げる基準により土地利用計画等の変更の

要否を判断するものとする。 

(１) 当該申出の内容が関係法令並びに市が定める土地利用に関する計画及び方針

（当該土地利用計画等を除く。）に適合していること。 

(２) 当該申出の目的及び内容に合理的な理由があること。 

(３) 当該申出に係る区域の設定に合理的な理由があること。 

(４) 当該申出に係る区域の周辺環境に配慮していること。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める基準に適合しているこ

と。 

３ 市長は、第１項の申出による土地利用計画等の変更の必要があると認めたときは、土



地利用計画等の変更案を作成するものとする。 

４ 市長は、第１項の申出による土地利用計画等の変更の必要がないと認めたときは、そ

の旨及びその理由を当該申出をした者に通知しなければならない。 

５ 市長は、前項の通知をしようとするときは、都市計画審議会の意見を聴かなければな

らない。 

６ 市長は、第３項の変更案を作成する場合において必要があると認めるときは、説明会

の開催その他必要な措置を講ずるものとする。 

（土地利用計画等の変更） 

第１１条 市は、次の各号のいずれかに該当するときは、土地利用計画等を変更すること

ができる。 

(１) 開発行為又は建築物の新築等による土地利用の実情等に応じて変更する必要が

あるとき。 

(２) 前条第３項の規定により、市長が土地利用計画等の変更案を作成したとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要があると認めるとき。 

２ 規則で定める軽微な変更を除き、第６条及び第８条の規定は、前項の規定による土地

利用計画等の変更について準用する。 

    第２節 特別指定区域 

（特別指定区域の指定） 

第１２条 市長は、第７条第３項の規定により定めた区域のうち、法施行令第２９条の９

各号に掲げる区域を含まない区域を特別指定区域として指定するものとする。 

２ 市長は、特別指定区域を指定したときは、その旨を告示するとともに、これを公衆の

縦覧に供しなければならない。 

３ 特別指定区域の指定は、前項の規定による告示のあった日から、その効力を生ずる。 

４ 前２項の規定は、特別指定区域の指定の変更について準用する。 

（特別指定区域における市街化を促進しない開発行為） 

第１３条 前条の規定により指定した特別指定区域における法第３４条第１２号に規定す

る条例で区域、目的又は予定建築物等の用途を限り定める開発行為は、当該特別指定

区域に係る別表第２左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表右欄に定める建築物の建

築の用に供する目的で行う開発行為とする。 

（特別指定区域における市街化を促進しない建築物の新築等）  



第１４条 第１２条の規定により指定した特別指定区域における法施行令第３６条第１項

第３号ハに規定する条例で区域、目的又は用途を限り定める建築物の新築等は、当該

特別指定区域に係る別表第２左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表右欄に定める建

築物の新築等とする。 

（開発審査会の意見聴取） 

第１５条 市長は、特別指定区域における法第２９条第１項、第３５条の２第１項、第４

１条第２項ただし書、第４２条第１項ただし書及び第４３条第１項の規定による許可

をしようとする場合において必要があると認めるときは、宝塚市開発審査会（宝塚市

開発審査会条例（平成１５年条例第９号）第１条に規定する宝塚市開発審査会をい

う。）の意見を聴くことができる。 

   第４章 雑則 

（委任） 

第１６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。ただし、第５条、第６条及び附則

第３項の規定は、公布の日から施行する。 

 （宝塚市開発審査会条例の一部改正） 

２ 宝塚市開発審査会条例の一部を次のように改正する。 

  第２条を次のように改める。 

 （所掌事務） 

 第２条 審査会は、法第７８条第１項に定める事項のほか、市長の諮問に応じて、次に

掲げる事項を調査審議する。 

 (１) 開発行為等の規制についての重要事項に関すること。 

 (２) 宝塚市市街化調整区域における開発行為及び建築物の新築等に関する条例

（平成３０年条例第  号）第１５条の規定に関すること。 

（宝塚市都市計画審議会条例の一部改正） 

３ 宝塚市都市計画審議会条例の一部を次のように改正する。 

第７条を第８条とし、第２条から第６条までを１条ずつ繰り下げ、第１条の次に次の



１条を加える。 

 （所掌事務） 

第２条 審議会は、法律又はこれに基づく政令に定めるもののほか、市長の諮問に応

じ、次に掲げる事項について調査審議する。 

 (１) 本市が定める都市計画に関すること。 

 (２) 兵庫県が定める都市計画に対する本市の意見に関すること。 

 (３) 宝塚市市街化調整区域における開発行為及び建築物の新築等に関する条例

（平成３０年条例第  号）の規定により審議会の権限に属させられた事項 

 (４) 前３号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認める事項 

   附 則（令和４年条例第１０号） 

  この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条、第４条関係） 

区分 建築物 

１ 次の各号のいずれかに該当する者が、市街化区域と市街化調整区域との区分に

関する都市計画の決定により市街化調整区域として区分され、又は当該都市計

画を変更してその区域が拡張された日(以下「区域区分日」という。)前から所

有し、又は区域区分日の前日における所有者若しくは相続等によりその者の地

位を承継した者から区域区分日以後の相続等により承継し、若しくは承継する

ことが確実な市街化調整区域内の土地で規則で定めるもの(以下「区域区分日 



 前所有地」という。)において、婚姻等による別世帯の構成に伴い、新たに必

要とする自己の居住の用に供する戸建ての住宅で規則で定める建築物の延べ面

積及び敷地面積の基準を満たすもの 

 (１) 市街化調整区域にある区域区分日前から親族（民法（明治２９年法律

第８９号）第７２５条に規定する親族をいう。以下同じ。）が所有し、

かつ、居住している住宅（以下「区域区分日前住宅」という。）に、同

居し、又は同居していた者 

 (２) 区域区分日前住宅に同居していた親族が居住している住宅に、同居

し、又は同居していた者（区域区分日前住宅に同居していた親族の２親

等以内の者に限る。） 

 (３) 市街化調整区域にある区域区分日以後に親族が所有し、かつ、居住し

ている住宅に、通算して１０年以上同居し、又は同居していた者 

２ 市街化調整区域に区域区分日前から居住し、又は居住していた者が、区域区分

日前所有地において、転勤等による転入、借家からの転居、婚姻等による別世

帯の構成等に伴い、新たに必要とする自己の居住の用に供する戸建ての住宅で

規則で定める建築物の延べ面積及び敷地面積の基準を満たすもの 

３ 建築物の新築等を予定する者が、５０以上の建築物が連たんしている土地の区

域その他これに準ずる土地の区域内にある区域区分日前所有地において、転勤

等による転入、借家からの転居、婚姻等による別世帯の構成等に伴い、新たに

必要とする自己の居住の用に供する戸建ての住宅で規則で定める建築物の延べ

面積及び敷地面積の基準を満たすもの 

４ 自己の居住の用に供する戸建ての住宅に通算して１０年以上居住している者

が、転勤、介護者との同居等による転居が必要となるため他の者へ譲渡しよう

とする当該住宅で規則で定める建築物の延べ面積の基準を満たすもの 

５ 周辺の生活環境の保全に資するものとして、次の各号のいずれにも該当する住

宅のうち、この条例の施行の日以後に除却された住宅の土地（その所有者が当

該住宅を除却する前に規則で定める申出を行った敷地に限る。）において、除

却した当該住宅と同一の用途及び同一の規模以下で申出日から１０年以内に建

築するもの 



  (１) 昭和４５年１０月３０日以前に建築した住宅 

 (２) 除却時に空家である住宅 

別表第２（第７条、第１３条、第１４条関係） 

土地の区域 建築物 

１ 北部地域に通算して１０年以上居住

し、又は居住していた者（以下「長期

居住者」という。）の住宅の新築等に

より定住人口の維持に資する土地の区

域 

長期居住者が、自己が所有する土地又は規

則で定める者から相続等によりその地位を

承継することが確実な土地（以下「自己所

有地等」という。）において、婚姻等によ

る別世帯の構成等に伴い、新たに必要とす

る自己の居住の用に供する戸建ての住宅で

規則で定める建築物の延べ面積及び敷地面

積の基準を満たすもの 

２ 建築物の新築等を予定する者の住宅

の新築等により定住人口の維持に資す

る土地の区域 

建築物の新築等を予定する者が、北部地域

に定住することを目的に、自己所有地等に

おいて、新たに必要とする自己の居住の用

に供する戸建ての住宅で規則で定める建築

物の延べ面積及び敷地面積の基準を満たす

もの 

３ 前２項に掲げる区域のいずれにも該

当する土地の区域 

前２項に定める建築物 

 


